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はじめに
新型コロナの影響により，突然学校が休校になり，約

２～３か月間の自粛生活が始まった。学校では家庭学習
用のプリントを配布したり，登校日を設けたり，分散登
校からスタートさせたりと感染症への様々な対策をきめ
細かく実施してきた。
この間，大学でも「学びを止めない」ために，まずは

配信型の講義をスタートさせ，順次リアルタイム型，対
面とリアルタイム型を同時進行するハイブリット型へと
移行させ，今日に至っている。ICT機器の利活用の能力
が問われ，できる限り指導方法の研修会等にインターネッ
トを通して参加し，日々の講義に役立ててきた。
こうした経験と学校への訪問や先生方からの意見など

から次の３点について，述べていきたい。

自学自習の力を育む
多くの学生は，パソコンやタブレットの端末，あるい

はスマホの画面を視聴して学んでいる。春期は，プレゼ
ンテーションソフトを活用して音声を載せた動画を配信
し，毎回のレポート提出を課した。この方法では，一人
で画面を視聴し，レポートを書くという学び方となる。
友達と意見交換をしたり，実験の分担をしたり，分から
ないことは質問したりするという機会を失った。そのた
め，自分ができる範囲内でのレポートとなり，個々の取
組みが問われることとなった。
配信されたコンテンツを十分に理解できなければ，資

料を探して読むといった学びは行われたのであろうか。
幼いころから塾などで指導を受けてきた学生たちには，
このように放っておかれる状況は，新鮮であるが戸惑い
も大きかったと推察する。
小学生のころから，自らの必要感により学ぶ，分から

ないところは自分で調べる，という学び方を実践させる
ことがこれまで以上に求められている。「未来を切り拓く」
という言葉の意味と意義を再認識し，一人ひとりの子ど
もの学ぶ力，自学自習する力を今後どのように育むのか，
考えていくことが必須である。

つながる力を育む
教室は子どもたちがつながる場である。その場が失わ

れることは，仲間とともに考えを醸成させる機会を失う
ことでもある
たとえば，理科の実験では一人で何もかも行うのはな
かなか難しい。小学校理科の実験動画作成では，ビデオ
撮影のスイッチを入れ，実験器具を操作し，観察すべき
ポイントが分かるようカメラの位置を工夫し解説する，
というプロセスを行ってきた。ちょっとしたことでもだ
れかが一緒にいれば助け合って実験することが可能とな
る。特に，小学校で扱っている振り子の実験などは役割
を分担することによって円滑にデータを求めることがで
きる。
対面でできなければ，パソコンの画面を通してグルー
プで話し合う機能を活用し，学生同士のつながりも保障
することが可能となる。小学校でも休校中の４月に，朝
の会をパソコンの画面を通して行うことで友達とのつな
がりを大切にしたと聞く。制約のある中で，少しでもつ
ながりをもたせようとする配慮である。学生であればな
おのこと自ら発信して仲間を作り，分からないことがあっ
たら補い合い，高め合う学びを進めていくことが求めら
れる。
小学生のころから人とつながることの意味や価値を実
践的に理解すること，そうした意味や価値に気付かせる
ことができる指導が重要である。

ICT活用能力を育成する
この経験を通して，情報機器を存分に使いこなすスキ
ルを獲得することの重要性を痛感した。文部科学省で推
進している「GIGAスクール構想」の実現を加速し，デ
ジタルディバイドといわれる情報格差を作らないことで
ある。また，受け手側の通信環境の整備，パソコン技能
の熟達（文字入力，レポートなどの送信技能）などの状
況は一刻も早く改善すべき課題である。
そして，何よりも指導者自身のICT活用能力のスキル
を高めることである。学校の教員はもちろんのこと，教
員養成課程である大学でも学生に対して実践的な力量を
高めることに取り組むことはwithコロナの時代にどうし
ても必要な力であると考えている。＊
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Rimse東京懇談会について

1．規約
①趣旨
当財団が目指す「科学技術創造立国の基盤となる理数科教育の更なる振興」と，教育基本法が示す教育の目的・目標
の達成を目指すにあたり，学校教育の専門家が一同に会し，理数科目を中心に学校教育の観点から教育全般をめぐる諸
課題について研究・協議・発信を行う。当会を，外部有識者を委員とするシンクタンク「東京懇談会」とする。
②所掌事項
・文部科学省，中央教育審議会の動向調査と，その分析及び具現化に向けての研究
・教育委員会，学校が直面している課題についての調査・分析及び解決に向けての研究
・東京都における教育施策の分析及び具現化に向けての研究
・主な課題案
教 育 全 般：中教審の動向，教育委員会制度の在り方等
人 材 育 成：教員養成・採用・研修の在り方等
学 力 状 況：教員の授業実践状況調査，「算数・数学の自由研究作品」の分析等
教科書関連：教科書の検定・採択制度における課題，教科書に期待する内容等
③運営
1）懇談会
・懇談会は，原則年3回実施し，課題に応じて，講師講演（文部科学省，都教育庁幹部職員，区市教育長，教職大学
院教授など）も随時行い，調査研究を深めていく。
・懇談会での議論を踏まえ，その課題や検討結果を広く発信していく。
・懇談会の下部組織として調査研究部会を設置し，科学的根拠（エビデンス）に基づいた調査研究を行い，そのデー
タの公開と分析結果の提言を行う。
大　江　　　近 座長：元早稲田大学教職大学院客員教授
清　水　　　潔 顧問：元文部科学省事務次官
生　形　　　章 委員：秀明大学教授
押　尾　賢　一 委員：日本義務教育学会事務局長
長谷川　純　一 委員：東京理科大学講師
細　谷　美　明 委員：早稲田大学教職大学院客員教授
加　藤　良　則 委員：東洋学園大学講師
藤　井　千惠子 委員：国士舘大学教授

2）調査研究部会
・主に学校経営や学級経営，教員の指導状況の実態調査（アンケート）を行い，その調査結果及び分析を懇談会に具
申する。
・分析結果については，Rimse広報誌，研究紀要やHPを通じて発信する。
・特に，実態調査に協力を頂いた区市町村教育委員会，校長会，研究部会等に対しては，該当調査の結果及び分析を
適宜報告し，課題解決，改善の一助となるよう貢献する。
小　口　祐　一 部長：茨城大学教授（算数・数学教育，統計）
小　西　康　文 委員：茨城大学准教授（理科教育，統計）
飯　村　文　香 委員：芝浦工業大学特任助教（英語教育）

・なお，実態調査（アンケート）の監修としてお二人の先生のご協力を頂いた。
尾　﨑　春　樹 先生：目白学園理事長，元国立教育政策研究所所長
根　岸　　　均 先生：秋田大学客員教授，元秋田県教育長




